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第五次千葉県障害者計画 

行動障害のある方への支援関係抜粋 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある子どもが、乳幼児期から学校卒業後までライフステージを通じて一貫し

た療育支援を受けられるよう、関係機関の連携により、地域における療育支援体制の

構築が求められています。 

千葉県袖ヶ浦福祉センター養育園の事件を受けて、県立施設だけの問題としてで

はなく、これまで養育園が求められてきた果たすべき役割である「強度行動障害児等

の手厚い支援が必要な障害児、被虐待児への支援」 「被虐待児童の緊急一時保護

を含めたセーフティネット機能の強化」について、県として対応していくことが必要で

す。 

１歳６か月児健診や３歳児健診等の乳幼児健診の充実による早期発見や、保育所・

幼稚園における障害の理解の向上を図り、これらの場での気づきを速やかに専門的

機関につなげることで、早期に家族が障害を受け入れて専門的な支援につなげること

が重要であり、併せて、こうした対応により、二次障害を防ぐことが重要です。 

 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

①  障害の早期発見や早期支援につなげるために重要である乳幼児健診の精度

の向上や、継続支援の充実及びライフステージを通じて一貫した支援が受けら

れるライフサポートファイルの導入や一層の活用について、市町村に働きかける

とともに、事業の実施状況や効果についても検証を行っていきます。 

 

④  児童発達支援センターが、発達障害者支援センター（ＣＡＳ）と連携を図り、同

一の障害保健福祉圏域にある児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事

業所、教育関係機関、保育所等とネットワークを構築し、情報共有のための会議

及び職員の支援技術向上のための研修を実施します。 

 

 

４ 障害のある子どもの療育支援体制の充実 

（１）障害のある子どものライフステージを通じた 

一貫した療育支援体制の充実 

参考資料３ 
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【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある子どもやその家族が身近な地域で支援が受けられるよう、また、家族が

問題を抱え込むことのないよう、居宅介護（ホームヘルプ）、訪問看護、短期入所、訪

問相談、訪問療育支援、訪問診療相談を充実し、さらには、市町村や児童相談所との

連携により早期の虐待防止に努めるなど、在宅支援機能の強化が必要です。 

   

【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   障害のある子どもが、できる限り自宅や住み慣れた地域で生活し、また、家族

のレスパイトや緊急時に対応できるよう、短期入所事業所を拡充し、在宅支援の

環境整備に努めます。 

また、強度行動障害のある子どもを受け入れる短期入所施設の拡充が図られ

るよう検討します。 

 
④ 親の療育技術の向上やストレスの軽減等を図るため、発達障害やその疑いの

ある子どもの保護者を対象とした子どもとの接し方や育て方についてのペアレン

トトレーニングを受ける保護者の増加に努めます。 

 

 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある子どもの早期支援には障害の早期発見が必要です。そのためには、障

害認定の有無に関わらず、地域の障害児施設の有する機能や人材を活用し、在宅の

障害のある子どもや療育を実施している事業所に対して支援を行う障害児等療育支

援事業の推進が求められます。 

また、発達障害のある子どもの親に対する相談・助言を行うペアレントメンターの養

成や、地域の実情に応じた総合的な支援体制を構築し、医療・保健・福祉・教育のコ

ーディネートができる人材の育成、充実を図ることが必要です。 

さらに、虐待や二次障害の悪化という状況に陥らないよう、家庭に寄り添ったきめ細

やかな相談支援体制も求められます。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】  

①   発達障害のある子どもへの早期支援を図るため、保育士や幼稚園教諭等、ま

た、施設の巡回支援を実施する保育所等訪問支援事業所や障害児相談支援

事業所の支援員等を対象に、障害の基礎知識や各種援助技法等の研修を実

施します。 

また、障害児通所支援の保育所等訪問支援事業の事業所の拡充に努めま

（２）障害のある子どもと家族への在宅支援機能の強化 

（３）地域における相談支援体制の充実 
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す。 

 

③  発達障害やその疑いのある子どもを育てる親が安心して子育てができるよう、

発達障害のある子どもを育てた経験のある親をペアレントメンターとして登録し、

発達障害者支援センター（CAS）と連携して、親の会などの場で相談・助言を行

います。 

また、ペアレントメンターに対してのフォローアップ研修会の開催や家族とペア

レントメンターを結び付けるペアレントメンターコーディネーターの配置に努め、

発達障害のある子どもを持つ親への支援を実施します。 

 

 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

医療的ケアが必要な障害のある子どもが、在宅において医療・福祉サービスが提供

され、地域で安心して生活できるよう、医療・福祉・教育・保健の連携を図り、在宅療養

を支える体制の整備が必要です。 

視覚障害、聴覚障害、内部障害や発達障害等のある子どもの中にも医療的な支援

が必要な子どもたちがいます。また、公的支援の対象となる難病の範囲の指定が拡大

され、難病によるＡＤＬの低下が障害になるなど、障害の範囲の見直しがされているこ

とから、こうした子どもたちに対する支援のあり方についても検討が必要です。 

また、強度行動障害のある子どもに対応する支援の充実も必要です。 

さらに、入所施設が設置されていない地域においては、実態の把握や在宅支援の

あり方についての検討が必要です。 

 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

  重症心身障害の状態にある子どもや強度行動障害のある子どもの在宅支援

については、医療的ケアの問題とともに家族の高齢化の問題などもあり、施設入

所のニーズが高い状況にあります。 

こうした中で、医療型障害児入所施設や強度行動障害のある子どもに対応す

る施設の支援の充実を図るとともに、施設の役割や施設が設置されていない地

域における在宅支援のあり方について検討します。 

 

 
 
 
 
 
 

（５）障害のある子どもへの医療・福祉サービスの充実 

③ 
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【Ⅰ 現状・課題】 

地域移行に関する相談支援については、入所・入院している障害のある人やその

家族のニーズを十分に把握して、地域移行に関する情報提供を進める必要がありま

す。 
発達障害のある人については千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）、高次脳機

能障害のある人については千葉県千葉リハビリテーションセンター等に支援拠点機関

を設置していますが、地域資源を活用した支援の推進及び利用者の利便性の向上の

ため、地域における発達障害や高次脳機能障害のある人に対する相談支援体制の

整備を進める必要があります。 
 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

②   入所・入院している障害のある人やその家族に対し十分な情報提供ができる

よう、地域相談支援における訪問相談を推進します。 

 

⑤   障害のある人の権利擁護を推進するために、従来の取組に加えて、計画相

談支援のうち支援状況の確認を行うモニタリングの機会を活用した虐待防止の

仕組を検討します。 

 

⑨   発達障害のある人については、地域の相談支援従事者に対する研修を実施

するなどして、地域における相談支援体制の整備を進めるとともに、千葉県発達

障害者支援センター（ＣＡＳ）と地域相談支援機関との役割分担を明確にしたう

えで、ＣＡＳと地域相談支援機関との連携体制を強化します。 

 
【Ⅲ 数値目標】  

６ 
発達障害者支援センター相

談件数（地域相談支援機関

での相談を含む） 

２，７５２ － － ３，５００ 

 
 
 
 
 
 
 

５ 障害のある人の相談支援体制の充実 

（１）地域における相談支援体制の充実 
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【Ⅰ 現状・課題】 

地域生活への移行の推進にあたり、障害のある人の地域における住まいの場を確

保するため、グループホームの整備を最重要施策の一つと位置付け、障害のある人

ができる限り身近な地域において日常生活及び社会生活を営めるよう、グループホー

ムの整備・運営や、利用者に対する支援のための各種事業を実施しています。第四

次計画期間の平成２１年度から平成２６年度に国や県の補助事業により整備をしたグ

ループホームは、４５箇所です。今後は、障害の重度化や家族の高齢化により在宅で

の生活が困難な障害のある人、精神障害のある人や身体障害のある人のためのグル

ープホームの整備が求められています。 
 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

①  グループホーム整備の基本的方向については、障害者計画の数値目標、利

用待機者調査等により、地域での必要性などを踏まえ、順次支援を行い、引き

続き、量的拡充を図ります。特に、強度行動障害のある人、精神障害や身体障

害のある人のためのグループホームの整備など、社会情勢に即応した整備に努

めます。 
 
 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

地域で生活している障害のある人が、引き続き、住み慣れた地域社会の中で継続し

て生活できるよう、また、障害のある人の自立や社会参加を促進するためには、在宅

の障害のある人やその家族に対する福祉サービスの充実が必要です。 
重度の肢体不自由のある人を対象としていた重度訪問介護については、障害者総

合支援法により、平成２６年度から強度行動障害のある人も対象となり十分な支給量を

確保する必要があります。 
 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

引き続き、ホームヘルパー等に対する各種研修を行うことにより、支援の質の向

上に取り組むとともに、利用者のニーズに応えられる十分なサービス量の確保に努め

ます。 

重度訪問介護については、対象者が拡大されたことから、サービス利用状況や障

１入所施設から地域生活への移行の推進 

（１）グループホームの整備促進と質的向上 

（３）地域生活を推進するための在宅サービスの充実 

①  
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害のある人のニーズを十分把握した上で、市町村の支給決定を尊重した国庫負担

とすることなどの必要な見直しを国に要望します。 
 
 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

障害の重度化・重複化への対応を図るため、できる限り地域で生活できるよう、グル

ープホーム運営費補助など、重度・重複障害のある人などに対する事業の充実を図っ

ています。 

現在、在宅で生活している強度行動障害のある人が地域での生活が困難となった

場合に希望する障害者支援施設に入所できないケースが多く見受けられます。その

受け皿を確保するためには、現在障害者支援施設に入所している入所者のうち、グル

ープホーム等での地域生活が可能な人の地域移行の促進や、行動障害のある人で

症状が軽減している人をグループホームで受け入れる体制を充実させる必要がありま

す。強度行動障害のある人等をグループホームで支援するためには、構造の工夫や

支援員の手厚いケアなど、その特性に適した生活環境の整備や、支援体制の充実が

必要となります。あわせて、支援員のスキルを向上させる取組が必要です。 
 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

県内各地域での強度行動障害のある人への支援体制の構築に向け、「強度行動

障害のある方への支援体制構築事業」や「強度行動障害のある方の支援者に対す

る研修事業」の成果や課題を検証し、支援のあり方等について、引き続き、検討を

進めるとともに、その成果、研修効果の県全域への普及を図ります。 

あわせて、「強度行動障害県単加算事業」を引き続き実施し、受入れを行う施設

等を支援するとともに、既存のグループホームが強度行動障害のある人を受け入れ

るための改修等の経費に対して、補助対象の拡大を検討します。 
 
【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２５年度 

実績 
２７年度 ２８年度 ２９年度 

７ 
強度行動障害のある人を

支援している施設等の数 
３９ ― ― ４３ 

 

８ 

「強度行動障害のある方

の支援者に対する研修事

業」受講者数（累計） 

０ ３２ ４８ ６４ 

 
 
 

（４）重度・重複障害のある人等の地域生活移行の推進 

① 
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【Ⅰ 現状・課題】 

強度行動障害のある人に対する支援については、千葉県袖ヶ浦福祉センターにお

いて、県立施設としての役割を明確にするため、民間施設で支援が困難な人を受け

入れるという方針を掲げてきた結果、県内各地から最重度の利用者がセンターに集中

したため、組織・人材ガバナンスが困難になるなど、虐待のリスクが増大していたと指

摘されています。 

今後は、県内各地で強度行動障害のある人への支援を実施する体制の構築を図る

とともに、千葉県袖ヶ浦福祉センターからの支援ノウハウの情報発信やセンターと民間

施設との連携についても検討する必要があります。 
 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

④ 強度行動障害のある人に対する支援については、「強度行動障害のある方へ

の支援体制構築事業」及び「強度行動障害のある方の支援者に対する研修事業」

の成果や課題、また、千葉県袖ヶ浦福祉センター利用者の地域移行に向けた取

組状況を踏まえ、「強度行動障害のある方への支援のあり方検討会」において、

障害者支援施設（入所施設）で支援が必要な人や支援のあり方についての考え

方、障害者支援施設（入所施設）のバックアップ機能の向上について検討します。 

   また、千葉県袖ヶ浦福祉センターと民間施設等との連携を強化するとともに、研

修の受講促進や充実により人材育成を進め、民間法人により、県内各地で強度

行動障害のある人への支援を実施する体制の構築を図ります。 

 

 

 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

○千葉県袖ヶ浦福祉センター 

千葉県袖ヶ浦福祉センターは、福祉型障害児入所施設（養育園）、障害者支援

施設（更生園）等によって構成されています。主に知的障害のある子どもには、自

立した生活に向け、必要な知識・技能を提供し、知的障害のある人には入浴・排

せつ・食事等の介護を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供して

います。 

施設の管理運営については、平成１８年度に従前の管理委託制度から指定管

理者制度に移行し、社会福祉法人千葉県社会福祉事業団が指定管理者として

管理運営を行っています。また、千葉県行財政システム改革行動計画の見直し方

針を踏まえ、平成１６年から更生園利用者の地域移行の促進と入所定員の削減を

（５）入所施設の有する人的資源や機能の活用 

（６）県立施設のあり方 
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行い、強度行動障害等の障害が重く支援が困難であったり、手厚い介護や特別

な健康管理を必要とする知的障害のある人への支援に特化した、施設入所支援、

生活介護、短期入所の障害福祉サービスを提供してきました。 

養育園では、平成２５年１１月に利用者が死亡する事件が発生し、県が立入検

査を実施したところ、複数人の職員が、複数の利用者に対して、それぞれ暴行を

行っていたことが確認され、県では、問題の全容を究明するため、平成２６年１月

に外部の有識者による「千葉県社会福祉事業団問題等第三者検証委員会（第三

者検証委員会）」を設置しました。 

第三者検証委員会は、千葉県袖ヶ浦福祉センターにおける虐待事件問題、千

葉県袖ヶ浦福祉センター及び千葉県社会福祉事業団のあり方について検証を

重ね、平成２６年８月７日に最終報告（答申）を県に提出しました。最終報告（答申）

では、虐待の主な原因とそれに関する提言や、センター・事業団の指導監督等に

関する県の責任について、また、今後のセンター・事業団のあり方及び同年３月か

ら派遣してきたパーソナルサポーターの派遣などの県や外部による重層的なチェ

ックシステムの構築についての提言がまとめられました。 

虐待問題の主な要因として、千葉県袖ヶ浦福祉センターは、更生園利用者の

地域移行を進めてもなお、総定員１７０名の大規模施設であり、県内各地から最

重度の利用者が集中した結果、利用者本位のきめ細かな支援がなされないばか

りか、地域や保護者との関係も薄れ、県や外部のチェックも働かず、虐待のリスク

を増長していたとも指摘されています。 

また、施設の構造として、居室等の生活空間が奥まったところにあり、職員も管

理しにくく、外部の目が入りにくい閉鎖性があると指摘されています。 

今後は、最終報告（答申）で示された方向性に沿って、虐待のリスクを極小化し、

個々の利用者に合った適正な支援を確保するため、支援のあり方を大規模集団

ケアから少人数を対象としたきめ細かなケアに転換するとともに、組織・人材マネ

ジメントが機能するための施設規模とする必要があります。 

なお、利用者の地域移行については、一定の推進が図られてきたものの、更生

園での「強度行動障害支援事業」により行動改善が図れてきた強度行動障害のあ

る人について、３年間で他の民間施設又は地域に移行するという目標は達成され

ませんでした。この事業の利用者の移行が進まない原因として、民間施設では配

置職員数の確保や生活環境の整備等の面で受入れが困難と判断されたこと、千

葉県袖ヶ浦福祉センターと民間施設・地域との連携が進んでいなかったことが挙

げられます。 

利用者の民間施設や地域への移行を進めるに当たっては、利用者に合った支

援が受けられる移行先の選定・調整や、受入側の支援体制の確保、利用者・保護

者への十分な情報提供や不安の解消に関して、県が積極的に支援することに加

え、関係者が一体となって取り組む必要があります。 
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【Ⅱ 取組みの方向性】 

○ 千葉県袖ヶ浦福祉センター 

①  指定管理者制度を含めた施設の運営方法については、平成２９年度末まで

を「集中見直し期間」として（福）千葉県社会福祉事業団を指定管理者とし、県が

運営に積極的に関与し、民間団体の協力を得つつ、（福）千葉県社会福祉事業

団にも見直しへの取組を促すとともに、パーソナルサポーターの派遣など県や

外部による重層的なチェックシステムの構築を図ります。 

 また、集中見直し期間中に民間法人が千葉県袖ヶ浦福祉センターの運営に

参入しやすい環境整備を行い、それまでの指定管理者制度の運用を見直しま

す。具体的には、養育園・更生園の一体運営の見直し・分割を図ることにより、

小規模ケアとガバナンスが徹底された民間法人の参入を促します。 

 これらの見直しの実効性を確保するため、外部の第三者の評価を受けながら、

進捗管理を行います。 

 なお、集中見直し期間終了後の運営形態については、千葉県袖ヶ浦福祉セ

ンターの運営状況や民間法人の動向を見て検討する必要があります。 

 

②  きめ細かなケアを進め、個々の利用者に合った暮らしを確保するため、千葉

県袖ヶ浦福祉センター利用者の民間施設や地域への移行を推進し、定員規模

を現行の半分程度に縮小することを目指すとする第三者検証委員会の答申に

沿って移行を進めます。 

 具体的には、民間施設団体やその他の団体等関係者の協力を得ながら、計

画的に受入側の支援体制を確保します。また、利用者・保護者に対する十分な

情報提供や助言、施設見学・体験利用の実施等により、利用者・保護者の理解

を得ながら、地域の相談支援事業所等関係機関と連携し、個々の特性やニーズ

に合った適切な支援が受けられる移行先の選定・調整、また移行後のフォロー

アップを行います。 

 

③  施設の閉鎖性の解消のため、利用者の障害特性に応じた開放的で明るい住

環境・生活空間となるよう、施設整備等により改善を図るとともに、外部の目が入

りやすく、個々の利用者に合った適正な支援が可能となる施設のあり方を検討し

ます。 

 

④  目指すべき方向性として、養育園は、県立施設の公的責任として、被虐待児

童のシェルター機能（セーフティネット機能）や、保護者と利用者、地域をつなげ

る相談・療育支援などの機能・役割を、また、更生園は、当面、県立施設として、

強度行動障害者支援に係るノウハウを支援関係者に対して情報発信するなど、

民間のモデルとなる強度行動障害支援等拠点としての機能・役割を果たしま

す。 
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【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２５年度 

実績 
２７年度 ２８年度 ２９年度 

12 
千葉県袖ヶ浦福祉センタ

ーの必要入所定員総数 
１７０ ― ― ９０※ 

※ 平成２９年度末までの千葉県袖ヶ浦福祉センターの入所者の受入れ先の施

設等の整備後の平成３０年度 

 

 
 
 
 
 

【Ⅰ 現状・課題】 

就労意欲のある障害のある人は毎年増加しており、千葉県内の新規求職件数は平

成２１年度の４，８３８件から平成２５年度の７，０１１件へと約１．４倍になっています。就

職件数も、平成２１年度の１，３７３件から平成２５年度は２，５７２件と増加していますが、

新規求職件数と就職者数の間に開きがあり、多くの働く意欲のある障害のある人が就

職の機会を得られない状況にあります。また、多様な障害の中でも、精神障害（発達

障害を含む。）のある人の就職希望が特に増加傾向にあります。 
就職の件数を更に増やすとともに、障害のあることを理由に不当に扱われることなく、

就職後も安心して働き続けられるよう、障害特性に応じた就労支援と定着支援を行う

必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【Ⅰ 現状・課題】 

発達障害、高次脳機能障害などについて専門的な支援体制や、日中活動の場の

確保が課題となっています。支援に当たっては、より身近な地域での支援体制の整備

が必要です。 

 

○発達障害 

知的障害を伴わない自閉症やアスペルガー症候群その他の広汎性発達障害

（「高機能広汎性発達障害」ともいいます。）のある人の存在が社会的に認識され

６ 障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労の充実 

７ 障害のある人一人ひとりに着目した支援の充実 

（２）地域の支援施設等のみでは支援が困難な障害に対する 

支援の推進 
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てきており、支援を必要とする人は県内にも一定程度存在すると考えられます。 

県では、千葉市、我孫子市に専門的支援拠点として千葉県発達障害者支援セ

ンター（ＣＡＳ）を設置し、各ライフステージに応じた電話・窓口・巡回による相談支

援や、各分野の関係者への研修等を行っています。 

発達障害における相談支援のニーズが千葉県発達障害者支援センター（ＣＡ

Ｓ）に集中しており、速やかな対応が困難な状況にあります。また、地域における

相談支援体制の整備や発達障害のある子どもを育てた保護者の経験やノウハウ

を活用できる制度、仕組みづくりが必要です。 

また、高機能広汎性発達障害のある人などの日中活動の場が不足しており、対

応可能な事業所の整備や利用者への情報提供が必要です。 

 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

①   発達障害、高次脳機能障害については、県としての広域的な専門支援拠点

における支援の拡充やバックアップ体制を整えつつ、市町村においても相談支

援に対応できるような体制の整備を引き続き推進するため、地域における専門

性の高い人材の育成や、県内拠点及び地域内の関連支援機関とのネットワーク

構築に取り組みます。 

 

②   発達障害のある人への理解の深化や支援体制の整備を図るため、地域にお

いて啓発や支援者養成を目的とする研修等を行うとともに、千葉県発達障害者

支援センター（ＣＡＳ）と地域の相談支援機関との役割分担を明確にし、連携を

進めます。 

 

③   高機能広汎性発達障害のある人などの日中活動の場の整備を促進します。 

また、発達障害のある子どもの子育て経験のある保護者をペアレントメンターとし

て登録し、その拡充や活動を支援します。 

  

【Ⅲ 数値目標】 

№ 項   目 
２５年度 

実績 
２７年度 ２８年度 ２９年度 

１ 

発達障害者支援センター

運営事業 
    

 
研修等受講者数 ５，９７７ ９，０００ ９，０００ ９，０００ 

相談件数（地域相談支援

機関での対応を含む） 
２，７５２ ― ― ３，５００ 
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【Ⅰ 現状・課題】 

障害のある人への虐待をいかに未然に防ぐか、ということも課題の一つとなります。

特に、千葉県袖ヶ浦福祉センターで発生した虐待事件の検証結果によると、施設虐待

の防止には施設の閉鎖性の解消が重要であるとされています。 

施設従事者等による虐待については、虐待防止の制度が整っていても、虐待に関

する情報がしかるべき機関に提供され、適切に対応がされなければ機能しないことが、

千葉県袖ヶ浦福祉センターで発生した虐待事件の教訓として示されました。また、施

設従事者等による虐待については、監査等の取り締まりだけでは限界があり、生活空

間の開放性を高め、地域社会との交流の充実を図る必要がある、との指摘もあります 

 

 
【Ⅱ 取組みの方向性】 

⑦ 千葉県において発生した、千葉県袖ヶ浦福祉センターをはじめとした障害者関

連施設における虐待を教訓とし、虐待等が発生した場合にどのように対応をすべ

きか、施設関係者や市町村の虐待防止センター職員を対象とした研修を実施し、

支援者の気づきを高めるよう努めます。また、障害者関連施設において、虐待発

生時に速やかに被虐待者の安全を確保するためのネットワーク整備を含めた体

制整備に努めます。 
 

（２）地域における権利擁護体制の構築 

３ 障害のある人への理解を広げ権利を擁護する取組の推進 


